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第1章 問題と目的

第1節 不登校の現状

 現代の学校を取り巻く環境は複雑化の一途をたどっており，いじめ

非行，不登校といった課題が混在している状況である。

 そQ中でも不登校は，学校や社会状況の変化に伴ってその呼称や定

義に変化がみられたが，現在では文部科学省（2003）の『今後の不登校

への対応の在り方について』において，『何らかの心理的，情緒的，

身体的あるいは社会的要因・背景により，登校しないあるいはしたく

ともできない状況にあるために年間30目以上欠席した者のうち，病

気や経済的な理由による者を除いたもの』と定義されている。さらに

この報告書では，不登校を本人の進路や社会的自立のために望ましい

ことでなく，『心の問題』や『進路の問題』という視点からも児童生

徒の自立を促す支援が必要であるとの見解が示された。具体的な方針

として『1．将来の社会的自立に向けた支援の視点』『2．連携ネットワ

ークにより支援』『3．将来の社会的自立のための学校教育の意義・役

割』『4．働きかけることや関わりを持つことの重要性』『5．保護者の役

割と家庭への支援』の5つの視点が打ち出されている。そしてこれら

5つの視点からアセスメントの必要性やそれを的確に行うための職員

間の連携活動だけでなく，学校と家庭・外部機関とを繋ぐコーディネ

ーターの重要性が明文化されている。このように現代の学校には，専

門性の向上と子どもを囲む教育支援ネットワークの中核的役割を担

うことが求められていることがわかる。これに呼応するように各地方

自治体でも，教育相談体制の見直しによる不登校委員会などの設立や

地域や外部機関を含めた支援ネットワークの構築といった，支援体制

の強化に尽力している。
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 しかし，平成14年度以降減少傾向にあった不登校児童生徒数の割合

が平成18年度では再度増加に転じたと発表されている（文部科学

省，2007）。さらに，学校外の機関等での相談・指導や，自宅でのIT

等を利用した学習活動は指導要録上出席扱いになっている（文部

省，1992）ため「学校に登校していない」児童生徒数はさらに多いこと

が予想される。したがって，不登校の改善に向けた取り組みの見直し

が必要であろう。

第2節 適応教室とは

 不登校児童生徒への支援を充実させるために，現在までに教員への

研修や心の教室相談尽や不登校対応職員の加配といった取り組みが

なされおり，適応指導教室はその取り組みの一つといえる。文部科学

論（2001）は，適応指導教室を『不登校児童生徒等に対する指導を行う

ために教育委員会が，教育センター等学校以外の場所や学校の余裕教

室等において，学校生活への復帰を支援するため，児童生徒の在籍校

と連携をとりつつ，個別のカウンセリング，集団での指導，教科指導

等を組織的，計画的に行う組織として設置したものをいう。なお，教

育相談室のように単に相談を行うだけの施設は含まない。』としてい

る。この定義からは，保健室や相談室での不登校児童生徒への支援形

態も広義の適応教室に含まれることがわかる。なお，本研究では，不

登校児童生徒の適応を支援するという観点に立ち，以後適応指導教室

を「適応教室」と呼称する。また，校内に設置されている適応教室を，

校外に設置されているものと区別するため，「校内適応教室」と述べ

ることとする。

 適応教室と校内適応教室は，定義上包含関係にあるといえ，適応教

室と校内適応教室の共通性や学級との連続性が指摘されている（相

馬・花井・：倉淵，1998；坂田，2007）。しかし，校内適応教室が学校内

に開設されているという特性上，適応教室とは何らかの明らかな違い

も存在すると考えられる。この違いを明確にするために，まず，適応
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教室について概観する。

 適応教室は，平成2年に事業が開始され，適応教室への馬面が指導

要録上で出席扱いとなった平成4年以降，設置数の急激な増加がみら

れた。そして，平成18年度には12，789名の児童生徒が通級している

との報告がある（文部科学省，2007）。

 適応教室に関しては多くの研究があり，河本（2002）は，適応教室の

目的として『学校生活の復帰を支援する場』『子どもの自立を支援す

る場』などをあげるとともに，支援活動の構造解明を試みている。そ

の結果，『心理臨床的アプローチ』『学習サポート』『心身の育成』『集

団活動』『外部との連携』『組織内での連携』から支援活動が構成され

ていることを明らかにし，中でも「集団活動」や「学習サポート」は，

従来の相談機関にはない適応教室独自の活動であると述べている。ま

た，香川教育センター（2004）は，学校が適応教室に集団生活への適応

を支援する役割や相談的役割を期待していることを明らかにし，この

ような学校と適応教室の役割の違いに注目した研究もなされている。

石田・服部（1998）では，「指導観」という視点から教師と適応教室

職員の差異の検証がなされ，教師は「社会性・集団性」「教科学習」

の指導観を，適応教室職員は「心の安定」ヂ自由活動」の指導観を持

つことが明らかになっている。また，『リハビリテーションの場』と

して機能する適応教室や，支援活動に治療的な教育法を導入している

事例も報告されている（相馬ら，1998）。このように，適応教室は，学

校よりも心理的サポートを重視する傾向にあり，治療的教育活動の場

といった位置づけがされていると言えよう。

第3節 校内適応教室の概要

 現時点では，校内適応教室に関する全国的な実態調査はなされてい

ない。しかし，地方自治体レベルでは調査報告や事例報告がなされて

おり，例えば，阪神地区では小学校の35％，中学校の88％で，また，

福岡県下の小学校の57％，中学校の64％において校内適応教室が設
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置されているとの報告がある（尼崎市立教育センター，2005；福岡市立

教育センター，2004）。また，他の地方自治体においても，校内適応教

室設置を推進する動きがあり，多くの地方自治体で設置されているこ

とが予想される。

 校内適応教室の支援活動は，カウンセリングといった相談活動やソ

ーシャルスキルトレーニング，学習支援がなされており（新潟県教育

センター，2004；米崎，1999画面），校内適応教室も適応教室と同様に，

発達支援的側面と治療的側面を有していることがわかる。一方で，福

岡教育センター（2004）は，校内適応教室の機能として『緊急避難的

な場・心理的支援を行う場・学習支援を行う場』の3項目をあげ，ま

た，八戸市総合教育センター（2003）では『①受容的・共感的姿勢で指

導・援助 ②学力保障 ③社会性の育成』という方針に沿った，普通

学級と同様のカリキュラムによる支援事例が報告されている。このよ

うに，校内適応教室は，学級とカウンセリングルームの特性を併せ持

つ中庸的なものとして機能していながらも，適応教室に比べ学習支援

といった教育活動を重視しており，より学校に近いものと捉えること

ができよう。

 このような適応教室と校内適応教室との違いは他にも報告されお

り，木南（2005）は，校内適応教室と学級との近接性に着目した上で，

適応教室との違いを次の3つの視点から述べている。1出目として，

校内適応教室は，適応教室と比べ，教室復帰に必要とするエネルギー

が少なくて済むこと。2点目は，生徒の状態によって，いつでも学級

の授業に参加できるという即応性があること。3面目として，支援の

対象を不登校傾向の児童生一雨にまで拡充が可能になる点で，不登校予

防にも効果があることをあげている。さらに，このような機能におけ

る違いだけでなく，人的環境における相違点も報告されている。米田

（2005）では，保護者との連携を行う担任教師，運営の中心的役割を担

い指導的態度で子どもに接する専任の加配教師，受容的態度で子ども

に接する外部人材，といった職員の役割事例が示されている。これは，

「異なる役割を持つ複数の教職員」による支援が可能になることを指
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摘したものであり，ここに，校内適応教室の最大の特徴があるといえ

る。

 以上のように，適応教室と校内適応教室との違いが以下の4点にま

とめることができる。

 ①両者ともに，治療的側面と発達的側面があるが，校内適応教室

   は適応教室よりも学習支援といった教育活動を重視する傾向

   にあること。

 ②校内適応教室は校内に開設されているので教室復帰に向けて

   より柔軟な対応が可能であること。

 ③ 校内適応教室では不登校傾向にある児童生徒にまで支援が可

   能になること。

 ④ 校内適応教室では役割の違う複数の職員による支援が可能で

   あること。

 また，適応教室から再登校に向けて校内適応教室が有効に機能した

事例（香川県教育センター，2004）が報告されており，このような適応

教室と校内適応教室の機能の違いが，校内適応教室のもつ学校と家庭

や適応教室との中間ステップ，橋渡し的な役割を可能にしていること

がわかる。さらに，文部科学論（2003）の『不登校への対応の在り方に

ついて』（通知）では，不登校児童生徒の学校生活への漸進的な適応を

図るために，保健室や相談室といった教室以外の居場所の積極的な活

用が明記され，その効果的な運営に期待がかかっていることがわかる。

このように，校内適応教室は不登校の改善に向けて必要な取り組みで

あると言え，その効果的な運営には連携活動が鍵を握るのではないだ

ろうか。しかし，これまでの研究報告の中でも，連携活動における問

題点が指摘され続けているものの，未だ解決に至っていないのが現状

である。次節では，連携における問題点を中心に校内適応教室の課題

を述べる。
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第4節 校内適応教室の問題点

 校内適応教室の問題点は，設備・人材不足といった環境面での問題

と，共通理解の不足や支援が一部の職員に任せきりである，といった

連携の問題に集約される。以下にこれらの問題を詳述する。

 尼崎教育センター（2005）によると，小学校では，保健室を校内適応

教室として使用している学校が半分を占め，養護教諭の日常業務の負

担になっていることが指摘されている。また，校内適応教室を開設し

ていない理由として，開設する場がないこと（24．2％）や，運営者が

いないこと（28．6％）をあげる学校が多く，校内適応教室を開設して

いる学校においても，常駐の支援者がいないために，児童生徒が自学

自習を余儀iなくされる現状が報告されている。そして，このような設

備・人材不足が，継続的な支援の困難さ，児童生徒との関わりの持ち

にくさといった支援活動の問題と関連していることが指摘されてい

る。また，荒金（2001）では，校内適応教室での支援が，養護教諭に任

せきりである状況や，養護教諭の6割以上が全職員との共通理解がう

まくいっていないと感じていることが明らかになっている。同様に，

八戸市総合教育センター（2003）では，校内適応教室の機能について担

当職員と周囲の職員では認識が違うことや，担当者自身が校内適応教

室に期待する機能と，現状の機能の間にギャップを感じていることも

明らかにしている。現状として，学校内に開設されているにも関わら

ず全校的な連携活動は円滑に進んでいないことがわかる。このような

職員間での連携不足が，支援の方針が定まらず学習支援がその場しの

ぎになってしまう，といった支援活動の困難さに繋がっており，必要

とされる支援活動や連携活動が十分になされていないのではないだ

ろうか。

 一方で，このような現状は，支援者の不全感や精神的な疲弊を招い

ているとも考えられるのではないだろうか。久保（2003）は，教員や看

護士といったヒューマンサービスにおける燃え尽き症候群（burnout

syndrome：以下バーンアウトと略す）の多発を指摘し，バーンアウトの
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リスク要因の中心となる環境要因を，次の5点に整理している。

 ①過重負担… 仕事への切迫感や，それに伴う多忙さや過重な負担。

        大きいとバーンアウトを起こしやすいとされる。

 ②自律性… 仕事に対する裁量権や組織の意思決定への関与の度合い。

       これがないとバーンアウトを起こしやすいとされる。

 ③仕事要求度…仕事の量や時間的な制約，要求される緊張の度合い。

         高いとバーンアウトを起こしやすいとされる。

 ④役割ストレス（次の2点がバーンアウトと関連しているとされる。）

  ・役割の曖昧さ…仕事の目的や，自分の責任の及ぶ範囲が明確でな

         い状況。

  ・役割葛藤…二つ以上の両立しえない役割を担う際に起こる葛藤。

 ⑤人間関係… 人間関係や，家族や同僚，上司からのサポートが円滑に

        進んでいないとバーンアウトを起こしやすいとされる。

 網谷（2002）は，不登校児童生徒の担任教師におけるバーンアウト傾

向の背景要因を検討した結果，「過重負担」や「役割の曖昧さ」が「精

神的な消耗感」に正の影響を与えていることを明らかにしている。ま

た，千葉県総合教育センター（2001）の『学校における教育相談体制

の在り方に関する研究』では，勤務形態が教職員と異なる外部人材に

は，教員以上に時間的な制約があり連携活動が十分に行えず，支援の

介入の程度が分からない，といった役割の不明瞭さが指摘されている。

これらの報告は，支援担当者の潜在的なバーンアウトリスクを示唆し

たものであると言えよう。

 このように，校内適応教室における設備・人材不足や共通理解の不

足といった問題はバーンアウトのリスクも内在しており，事態の改善

は急務の課題といえる。これらの問題に対して佐野（1999）や米崎

（1999）を始めとする多くの先行研究において連携活動の必要性が指

摘され，網谷（2002）では，学校の協力体制や同僚からのサポートが担

任教師の「精神的な消耗感」を減じさせることが明らかになっている。

 よって，情報の共有や校内支援体制の拡充といった連携活動が校内

適応教室における支援活動の円滑化や支援者のバーンアウトリスク
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の低減に寄与すると考えられる。

第5節 本研究の意義と目的

 校内適応教室における研究は，適応教室に比べて少なく事例を示す

にとどまっているものが多い（木南，2005；佐谷，2000など）。また，尼

崎教育センター（2005）は，アンケート調査により校内適応教室の現状

の把握を試みているが，支援活動や連携活動の構成要素の分析は行わ

れていない。したがって，まずは量的な調査による客観的な現状把握

とそれに基づいた支援活動，連携活動の構成要素を解明する必要があ

ろう。また，河本（2002）では，職員の指導観に研究の焦点が当てら

れているため，支援活動と連携活動が分割されることなく分析が行わ

れており，連携活動の有効性が指摘されながらもその効果や効果の及

ぶ範囲が立証されていない。したがって，具体的な改善策としての連

携活動を模索するには，支援活動と連携活動を個別のカテゴリーとし

て捉え，その関連性を明らかにする必要があろう。広辞苑（1998）に

よると，支援は，『支え助けること、援助すること』を，連携は，『互

いに連絡を取り合って物事を行う』を意味している。よって，本研究

では，支援活動を「対象の治療や発達を意図した直接的な活動」とし，

連携活動を「支援活動の円滑化・充実化を目的として行われる，対象

への間接的活動」と定義する。また，網谷（2004）では，担任教師にお

けるバーンアウト要因の検討はなされているが，対象が担任教師のみ

であり，養護教諭や生徒指導担当，外部人材が調査対象に含まれてい

ない。さらに，校内適応教室の支援者に焦点を当ててバーンアウトリ

スク低減要因を検討した研究が今のところ見当たらない。したがって

校内適応教室の支援者における支援者のバーンアウトリスクの低減

要因も探る必要があろう。

 よって本研究ではまず量的な調査に基づいた校内適応教室の客観

的な現状把握を試みる。さらにここから得られたデータを基に以下の

2点について分析を行う。
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 ①連携活動と支援活動との関連性の検討

 ②バーンアウトと支援活動，連携活動との関連性の検討

 調査にあたっては，支援活動や連携活動がどの程度必要とされ，ど

の程度達成されており，そしてどの程度改善の必要があるのかといっ

た観点を導入することで，支援担当者のニーズや課題となる活動，改

善の優先順位が明らかになると考えられる。これを踏まえて，支援活

動と連携活動の関連を分析することにより，必要とされる支援活動の

充実化に寄与する連携活動が明らかになると同時に，連携活動の有効

性を検証することにもなるであろう。また，バーンアウトと支援活動，

連携活動との関連を分析することで，バーンアウトリスクの低減要因

が明らかになるだけでなく，予防的観点からも校内適応教室における

活動に新たな意義をもたらすことになるであろう。

 以上より，本研究では，校内適応教室の現状を把握し，必要とされ

る支援活動や連携活動を明らかにすることを中心として，連携活動の

有効性の検証やバーンアウトリスクの低減要因を検討する。そして，

これらの結果から，今後の校内適応教室の在り方ついて考察することを

目的とした。
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第2章 方法

 目的に沿って，本研究では校内適応教室の支援者を対象に校内適応

教室に関する質問紙調査を行った。

 以下に，調査対象者，調査時期，調査の実施方法，調査内容，調査

項目を説明する。

調査時期

 2007年3月1日から4，月30日。

調査の実施方法

 個別自記入形式の質問紙調査で実施され，手渡しと郵送で234部配

布し，郵送法により回収した。調査対象は，近畿地方及び中国地方の

小中学校の校内適応教室において直接児童生徒に関わった教職員（生

活指導補助員などを含む）であり，配布した234部のうち，91部が回

収された（回収率38．9％）。本調査においては，小・中学校の職員を対

象とし，2006年度の活動内容について回答を求めるものであった。よ

って，断種が異なるもの，2006度以前の活動内容について回答してあ

るものを分析対象外とした。その結果，83名が分析の対象となった（分

析対象率91．2％）。

 なお，回答は任意であること，プライバシーは保護されること，結

果のフィードバックを行うことを明記した調査主旨の説明を調査協

力依頼書及び質問紙上に記載した。調査協力依頼書は資料に掲載する。
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回答はいずれも無記名とし，2006年度の活動について回答するよう求

めた。

調査内容

 本研究では，校外の適応教室について作成された先行研究における

尺度を校内適応教室における活動に適用できるように語句等を改変

して使用した。各尺度項目は，心理学専攻の教員1名，大学院生4名

の協力を得て項目の内容的妥当性について検討した上で，改変を行っ

た。本調査の質問紙構成をTable 1に示す。

           指b回  質問舐の構成
｝1． コェイスシート

ξ朧羅舗る難尺度［間、］

1窪：馨家鼠奎1：壽1擁雛綴遷鷹1

右．バーンアウト尺度［問5］

 なお，校内適応教室は各地方自治体により呼称が異なるため，本

調査では「個別支援教室（別室）」と統一して記載した。

調査項目

1．フェイスシート

 本調査の主旨と目的を記し，校内適応指導教室及び，不登校児童生

徒の定義を記載した。なお，今回の調査では，欠席が30日以下であ

っても不登校傾向にあり別室に通っている児童生徒，特定の時間や不

定期に校内適応教室へ通っている児童生徒も，対象に含めることを記

載した。

               11



2．回答者の属性

 勤務二種，担当分掌，別室経験年数，現在の学校での勤続年数，別

室での支援頻度，回答者を含めた不登校対応加配教員の有無の記入を

求めた。

3．校内適応教室の機能

 河本（2002）の「適応指導教室の目的」尺度や香川教育センター

（2004）の「支援の方針」尺度を参考に，「学級への復帰を支援するこ

と」「子どもの自立を支i援すること」「支援を組織的、計画的に行うこ

と」の3項目を校内適応教室の機能として提示し，どの程度達成でき

たか（達成度），どの程度必要か（必要度）について尋ねた。

4．校内適応教室での支援活動

 校内適応教室で行われている支援活動について，河本（2002）の「適

応教室における援助活動」尺度の，石田・服部（1998），尼崎教育セン

ター（2005）等で使用された適応教室での援助活動の項目を参考にし

て19項目からなる尺度を作成した。各項目について，どの程度達成

できたか（達成度），どの程度必要か（必要度）について尋ねた。

5．校内適応教室での連携活動

 校内適応教室で行われている連携活動について検討した先行研究

はなかった。そのため，河本（2002）の「適応教室における援助活動」

尺度に含まれる連携活動を表す項目と香川教育センター（2004）の校
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外の適応指導教室における「連携内容」の尺度項目及び，荒金（2001），

福岡県教育センター（2004）などの事例研究で報告されている連携活

動内容を参考にして，23項目からなる連携活動の尺度を作成した。

各項目については，どの程度達成できたか（達成度），どの程度必要か

（必要度）について尋ねた。なお，文部科学省（2001）によると，連携に

は情報の交換といった情報連i携と，複：数人で役割分担をして支援にあ

たるといった行動連廃があるとされている。そこで，この尺度項目に

は，情報連携を示す項目と，行動連携を示す項目の両方を含むよう留

意した。

6．校内適応教室の支援担当職員のバーンアウト尺度

 久保（1998）の日本語版バーンアウト尺度の項目を校内適応教室の

支援担当者に適切な表現となるように修正を加えて用いた。校内適応

教室での支援を振り返り，各項目についてどの程度体験したかを「い

つもある」「しばしばある」「時々ある」「まれにある」「ない」の5件

法で回答を求め，順に5～1点を与えて得点化した。

達成度および必要度の評定と課題得点の算出

 調査内容のうち，校内適応教室の機能項目，支援活動尺度，連携活

動尺度については，同一の項目に対して，達成度と必要度の両方につ

いて回答を求めた。達成度は「うまくいった」「まあままうまくいっ

た」「あまりうまくいかなかった」「うまくいかなかった」「しなかっ

た」の5件法で回答を求め，順に4～0点を与えて得点化した。必要

度は「必要だ」「少し必要だ」「あまり必要でない」「必要でない」の4
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件法で回答を求め，順に4～1点を与えて得点化した。

 さらに，本調査では，校内適応教室において必要とされている活動

をより明確化するために，各回答者が必要度得点において2，3もしく

は4を示した項目（あまり必要でない／少し必要だ／必要だ）を抽出し，

抽出された項目の必要度得点から達成度得点を減じた値を算出した。

 この手順で算出された値は，回答者が必要性を感じている事柄に対

して実際にどの程度達成させていたかを表し，必要であるにもかかわ

らず達成されていない度合を示す値であるといえる。以下では，この

値を，課題得点と呼ぶものとする。
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第3章 結果と考察

 本章では，まず校内適応教室の現状を把握し必要とされる活動を検

討するとともに，連携活動と支援活動の関連，ベーンアウトリスクの

低減要因を探るために，以下の手順で分析結果を記述する（Table 2）。

なお，結果はSPSS統計パッケージによって分析された。

             T由1ε2 分析の手ll頂
薦1節校内適応数室の現状
 1．回答者の属性

 2．槙内適応教室の機能
 3．校内適応教室の支隊活動
 4．校内適応教室の連携活動
葛2節校内適応教室における連据活聾の有効性の検討
 1．支援活動尺度の因子分折

 2．校内分掌等による支援活動の差具の検討

 呂．蓮携活動尺の國子照降

 4．校内分掌等による連携活動の差異の検討

 5．速携活動の有効性の検討

第3節支叢書のバー：ンアウトリスク低溝要因の撞討
 可． 環帯適応教室の支援者のバーンアウト得点

 2． 精粋分掌等によるバーンアウトの差具の検討

 9．バーンアウトリスク低誠要國の検討’

第1節 校内適応教室の現状

1．回答者の属性

 分析対象者（83名）の属性をTable3に示す。本調査の分析対象者は，

中学校勤務者が95％以上を占める結果となった。これは，阪神間では

2005年度時点で，65％以上の小学校で校内適応教室が開設していない

（尼崎教育センター，2005）ことが主たる原因であると考えられる。

 また，担当分掌は学級担任と学年教員が高い割合を示し，学年単位

で支援にあたる傾向が強いことがわかった。学年単位での支援が主体

でありながらも，管理職，養護教諭，教育相談担当教員，生徒指導教
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員も支援に参加している実態が示され，校内適応教室では，さまざま

な役割をもつ職員からの支援や，ソーシャルサポートの場の役割（米

田，2005）が期待される。一方で，校内適応教室での支援において，

学級担任をサ．ポートする意味でも教育相談担当の役割は重要と思わ

れたものの，教育相談担当教員の占める割合は高いとはいえなかった。

           T自bl創3 回答者の属’性くN＝89｝
度妻女（ノ曳｝ ％

板謡重 中学板
’ト学校
不日月

79   952
2   2．4
2   2．4

書旦当分掌 管；」里職

学綴書旦f壬
養誰i教薔前
生徒書旨導
教育細目言嚢

学年教員
学年以タト
タト琶β人キオ

そのf也

6   72
23   27．7
呂   9．6
9   10β

’1〔】  12．0

17   20．5
3   a6
4   4．日

ヨ   a6
、別室担当経験年数 一1年目

2～〔ヨ年

4～5年
6年以，上
山日月

99   47．0
15   1a1
7   8．4

1工〕  12，0

12   14．5

現任校での勤続年数 。～「年
2一一5年
6～■o年
11年以上
不日月

17   20．5
39ア 47．0
23   27，7
呂   ＝3．6

1   1．2
．支援蜜翼度 不定期

必ず支子
詫寒日支援
不B月

43   51．8
2日   臼3．7

7   a4
5ア  6．o

不登棟支寸応の
カロ酉己教員の有…ヨ旺

重日酉己早り

力0画言なし
B〔5  4呂．4
47   5a6

 支援頻度については，不定期（子どもが登校し，自分が出勤してい

ても，支援に当たる目とそうでない日がある）の割合が51．8％と最も

高く，終日支援（子どもが登校し，自分が出勤している日は終日支援

にあたっている）は非常に低い割合であった（8．4％）。さらに校内分

掌ごとにみていくと（Table4），学年教員の68．8％が不定期での支援

しか行えず，学級担任でも，「必ず支援にあたる」群と「不定期で支

援にあたる」群で2分される結果となった。
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T己bl臼4檀内分掌と支援高度のウロス表
顕度

終日支援 必ず支援 不定期  合計
   管理職
   学級担任
   養護載諭
   生徒指導
：分掌教育相談
   学年教員
   学年以タト
   外部人桐’
   モの他

o
o
3
口

2
〔〕

0
2
⑪

0
11
2
5
2
5
1

2
0

6
1〔1

2
4
6

曝1

2
0
2

6
21

7
9
10
16
3
4
2

 ここからは，学年単位で支援にあたるものの，支援時間の確保が十

分でなく，子どもとの関わりが不足していることが予想される。一方

で，終日支援には，教育相談担当教員，養護教諭もあたっていること

が示され，本来の業務と校内適応教室での支援を兼任していることが

明らかになった。校内適応教室での支援のために雇用された外部人材

も終日支援を担っている現状からも，校内適応教室専任教員や外部人

材の配置，加配が望まれる。また，Table 5をみると，学級担任の78．9％

学年教員の86．6％が校内適応教室を担当して1年目～3年目の者であ

った。このような，対応の中心となる教員の経験不足からは，運営基

盤の脆弱さが示唆される。

        丁昌bleぎ三内分掌と経験三二の如ス裏－

年i敗

O～1年  2～8年 4～5年5年以上 含計
  管理職
  学級担任
  養護教諭
  生徒指導
分掌教育相談
  学年教員
  学年以卦
  外部A材
  その他

臼

櫓
口

4

3

9

2
9

2

1

2
1

1

5

4
0
1

0

1

2
〔〕

1

2
1

0
0
0

0
2

4

2
0
1

壌

口

。

5

19
5
8
10
15

：ヨ

4

2

 一方で，養護教諭の80％が6年以上校内適応教室での支援を経験し

ており，養護教諭は継続的に支援に携わっていることがわかった。校

内適応教室への通史が長期化した場合には，このような長期的に関わ

りを持つことのできる人材は非常に貴重であろう。
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2．校内適応教室の機能

 校内適応教室の機能（3項目）についての平均値および標準偏差を

Table6に示す。

     ㌔目e6校内適応教室の機能の平均値（標準偏差）

達成度  必要度  課題得点

砧＝帥  （h＝呂2）  耐＝80）

学級への復帰在支援すること

子どもの自立壷支援すること

支援を組継的、計画的に行うこと

2．27 く1〕侶1） 3．’ア1 （匝51）

2．32（o．69）3、田｛o．舘）

2．2き（0．帥詔20．42）

1．45（舶3｝

1．田O．田）

1．5g虹9日）

達成度

 達成度得点は3以上（支援者が「まあまあうまくいった」と感じた

ことを意味する）を示す項目はなく，項目ごとの達成度得点にも有意

な差異は認められなかった。校内適応教室の運営の困難さを示唆して

いると言えよう。

必要度

 必要度得点はすべて4に近い値であったが，項目ごとに比較した結

果，「学級への復帰を支援すること」に対する必要度得点は，「子ども

の自立を支援すること」の必要度得点よりも低い傾向が認められた

（F（2，80）＝2．60，p〈．10）。すべての項目の得点が4に近いことからは，

校内適応教室が一義的なものではなく，子どもの成長全般に寄与する

ものとして機能すべき，と考えられていることがわかったが，その中

でも教室復帰を目指した支援に対しては，必要度がやや低く見積もら

れていることが示された。校内に設置されているので教室復帰を目的

とするのは当然と言えるが，そのためには，まず子どもの成長が必要

であると考えられていることが推察される。したがって，校内適応教

室の機能は教室復帰に特化したものではなく，通常学級と同じように
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育ちの場として機能する必要があると考えられているのであろう。

課題得点

 課題得点は，どの項目も正の値を示しており，特定の機能の改善に

向けた対策ではなく，対応システムや支援体制の見直しといった抜本

的な対策が必要であることがわかる。なお，課題得点については項目

間の差異はな幽かった（F（2，158）＝0．84，n．s）。

回答者の属性と校内適応教室の機能

 次に，校内分掌，支援頻度，不登校対応加配職員の有無によって，

機能の達成度，必要度，課題得点に差異があるかを調べるために1要

因分散分析を行った結果，校内分掌（Fs（2，78）〈1．29， ns）と支援頻度

（Fs（2，72）〈3．11，ns）の主効果は達成度得点，必要度得点，課題得点の

いずれにおいても認められなかった。また，「子どもの自立を支援す

ること」の達球度得点において，加配の有無の主効果が有意な傾向を

示し（F（1，80）＝2。85，p〈．10），「加配あり」群の方が「加配なし」群

よりも得点が高かった。不登校対応のための加配が校内適応教室の

「子どもの自立に向けた支援」という機能を達成することに対して貢

献している可能性が窺われる。加配職員は，子どもと過ごす時間が作

りやすく，支援に専念できるため，子どもの自立を促進する機能の得

点が高くなったのではないかと考えられる。
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3．校内適応教室の支援活動

 校内適応教室での支援活動に関する19項目の平均値および標準偏

差をTable 7に示す。

達成度

 達成度得点をみると，「まあまあうまくいった」を表す3以上の値

を示した項目はなく，全体として支援がうまくいっていると感じられ

ていないことが明らかになった。ただし，「子どもの心の理解」「支援

の中で子どもの悩みを聞くこと」「子どもとの人間関係作り」の3項

目は2．5以上の値を示しており，子どもに対する受容的・共感的な態

度が担当職員の間に浸透しっっあることが推測される。一方で，指導

的な態度が要求されると考えられる「がまんする心の育成」の項目の

得点が低く，受容的態度と指導的な態度の使い分けに困難を感じてい

ることが推察される。

必要度

 必要度得点は，19項目中15項目が3以上（少し必要だ）を示した。

中でも，「子どもの心の理解」「支援の中で子どもの悩みを聞くこと」

「子どもとの人間関係作り」「学力の維持・保障を目指した学習支援」

「社会性・協調性の育成」「自主性・主体性の育成」「子どもに自信を

もたせること」の必要度得点が特に高いことが明らかになった（いず

れも3．5以上）。このように，校内適応教室では，具体的に社会性の

育成と自主性・主体性の育成，学習支援から子どもの自立を支援する

必要が感じられているのではないだろうか。これは，校内適応教室の

運営方針のキーワードを①受容的・共感的姿勢②学力の保障③社会性

の育成とした八戸市総合教育センター（2003）や，教室復帰の条件とし

て学力の向上をあげている佐野（1999）と一致する結果であると言え

る。一方で，必要度が3以下（少し必要だ）であった項目に注目すると，

調査対象者のうち27．7％が「創作活動を多く取り入れること」「遊び
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やゲームを通して友人とふれあう場の設定」を「必要でない」と感じ

ており，「遊びを通して職員とふれあう問の設定」「できるだけ時間割

に沿った学習支援」では31．3％，「子どもの自由にできる時間の設定」

については43．3％の調査対象者が「必要でない」と回答した。社会性

の育成のための遊び活動や，心の治療の手段として創作活動を重視し

ている適応教室との違いが明確に表れているといえる。校内適応教室

では，時間割という型に囚われない柔軟な運営が必要と考えられてい

る一方で，遊びや子どもの自由にさせる活動は必要ないと考える職員

も多く存在し，このような，一見異なる意識の混在は，支援担当者の

混乱や，支援の方針が明確でない状況を招いているのではないだろう

か。また，この結果は不登校児童生徒に対して「教科学習」の指導観

を強く持つ教員の割合が極めて高い（90％以上）こと（石田一服部，

2002）も影響していると考えられる。

課題得点

 課題得点は全項目が正の値を示し，どの活動も改善の必要があるこ

と意識されていることがわかる。支援活動があまりうまくいっていな

いとの認識があったことからも当然の結果といえよう。中でも，「個

別の教育プログラムや支援計画の実施」は，達成度得点が1．78と低

く，課題得点が1．75と他の項目に比べて高い値を示した。文部科学

省（2003）でも，不登校児童生徒に対する個別的な対応の重要性が指

摘されているものの，学校現場では子ども一人一人に合った支援が十

分になされていないと感じられているのではないだろうか。このよう

な現状では，支援活動の妥当性さえも危うくなってしまう恐れがあり，

的確なアセスメントをした上での支援計画の立案，実施が望まれる。

さらに，「がまんする心の育成」「社会性・協調性の育成」「学力の維

持・保障を目指した学習支援」「自主性・主体性の育成」も他の項目

に比べて高い値を示した（それぞれ1．64，1．58，1．45，1．44）。これら

の項目は，必要度が高いことからも子どもの心身の育成や学習支援の
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改善も取り組むべきと考えられる。また，必要ないと考える調査対象

者も多かった「創作活動を多く取り入れること」も得点が高く（1．62），

必要と考える支援者にとっては改善すべき課題であるという認識で

あることがわかった。支援者の中でも必要性を感じる活動には違いが

あり，先行研究における共通理解の困難さが表れていると捉えること

ができる。一方で，課題得点が1点未満であった「子ども自主性に任

せた学習支援」「子どもが自由にできる時間の設定」「遊びやゲームを

通して職員とふれあう場の設定」の3項目では遊びや自由な活動を表

現している点で共通していることがわかった。不定期で支援にあたる

担当職員が多いため，支援者が不在のまま，子どもが自由に活動する

時間も多いことがこのような結果につながったのではないか。

 支援活動を総括すると，必要とされる支援活動がうまくいっていな

いと感じられており，個別の教育プログラムや支援計画の実施を第一

の課題とし，子どもの心身の育成や学習支援も改善の優先順位が高い

ことが明らかになった。
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4．校内適応教室の連携活動

 校内適応教室の連携活動に関する23項目の平均値および標準偏差

をTable 8に示す。

達成度

 達成度得点をみると，3．0以上の平均値を示した項目はなく，全体

としてあまりうまくいっていないと認識されτいることがわかった。

多くの先行研究において支援活動の課題が指摘されていることから

も妥当な結果であると言える。特に，外部機関との連携や地域との連

携活動を表す項目の得点が低く，学校を中心とするネットワークが十

分でないことが示唆される。学校現場の多忙さからくる複数の職員間

での時間調整の困難さが原因になっていると考えられる。また，「子

どもの個人ファイルや日誌などを利用した情報交換」の達成度得点も

1．75（うまくいかなかった）と低い値であった。支援活動において個別

の教育プログラムや支援計画の実施がうまくいかなかったと感じら

れていることからも，子ども個人に焦点を当てた計画的な支援活動や

連携活動がうまくいっていないと感じられていることがわかる。そし

て，職員間の連携活動や保護者との連携活動を表す項目よりも外部機

関や地域との連携活動を表す項目の達成度得点が低いことが明らか

になった。文部科学省（2003）や尼崎教育センター（2005）で指摘さ

れているように，学校において連絡調整をおこなうコーディネーター

の配置や加配が望まれる。
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必要度

 必要度得点では，「職員会議などで活動内容や子どもの状況を報告

すること」「担当職員内での役割分担や支援活動の意図についての共

通理解」「全職員間での役割分担や支援活動の意図についての共通理

解」といった項目が4に近い値を示し，また，SC．との連携活動を表す

項目の得点も高く（3．64，3．63，3，59），校内適応教室の運営には，外部

人材も含めた学校全体としての取り組みが必要であると認識されて

いるのではないだろうか。これは，学校全体で校内適応教室が運営さ

れているという尼崎教育センター（2005）の報告と一致する結果であ

る。また，「保護者と必要に応じて電話、手紙、メールなどで連絡を

取り合うこと」「保護者への必要に応じた面接や家庭訪問」の必要度

得点も高く（それぞれ3．73，3．70），学校の中だけではなく，学校と家

庭の連携も重視されていることがわかった。保護者との連携は，家庭

での子どもの様子を知る上で必要不可欠であり，当然の結果といえる。

他方で，「別室についての意識啓発のために相談室だよりなどを作成

すること」は，調査対象者の34．9％が，「子どもの理解や支援内容の

検討のための臨時会議」では，28．9％の対象者が必要ないと感じてい

ることが明らかになった。

課題得点

 課題得点では，全ての項目が正の値であることが確認され，どの活

動も改善の必要があると認識されていることがわかった。先行研究で

指摘されている共通理解や複数の教職員による支援の困難さが本研

究でも示されたといえよう。また，「支援活動の一環として地域の人

材や施設も利用すること」「教育センターなどの公的機関との定期的

な連絡会議」は，必要度得点が3点を超えているのに対して達成度得

               25



点は1点台であり，課題得点も他に比べて高かった。不登校について

は，要因や態様が複雑化し，学校だけでの対応には限界があるので外

部機関との連絡・調整についても改善策を考えていく必要があろう。

他にも，「不登校対策委員会などの運営」（1．47）や「子どもの個人フ

ァイルや日誌などを利用した情報交換」（1．70）も課題得点が高いと

いえ，ここからは不登校に対する，組織的かつ迅速な対応が困難な現

状であることが窺える。一方で，保護者との連携やSCとの連携を表

す項目の課題得点は1点未満であり，ほぼ必要度に応じた達成がなさ

れていることがわかった。

 連携活動では，家庭，地域，学校が協力体制のもとに子どもの支援

を行うことが望ましいと考えられでいながらもうまくいっていない

ことが明らかになった。とくに，外部機関や地域との連携活動が円滑

に進んでいないのではないだろうか。以上のことから，連i携活動につ

いては，外部機関との連携活動や，不登校対策委員会といった対応シ

ステムの改善に向けたアポローチと，子どもの個人ファイルなどを作

成し，情報交i換を行うといった職員間の連携活動の改善が必要である

と思われる。
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第2節 校内適応教室での連携活動の有効性の検討

1．支援活動尺度の因子分析

 校内適応教室での支援活動の構造を明らかにするため，19項目につ

いて主因子法による因子分析を行った。なお，校内適応教室では，支

援者の教育的意図が相互に関連しながら支援活動が実行されている

と考えられることから，斜交回転（プロマックス回転）を実施した。

初期の固有値1．0以上の基準を設け，さらに，因子の安定性と解釈可

能性から4因子として判断することが妥当と考えられた。いずれの因

子にも4．0以上の因子負荷量を示さなかった項目（「集団活動を多く

取り入れること」「基本的生活習慣の育成」）を削除した最終的な因子

構造をTable 9に示す。

 第1因子は，「社会性・協調性の育成」「がまんする心の育成」「子

どもの心の理解」「支援の中で子どもの悩みを聞くこと」「子どもに自

信をもたせること」「自主性・主体性の育成」「子どもとの人間関係作

り」「学力の維持・保障を目指した学習支援」の8項目で構成された。

よって，この因子は，校内適応教室だけでなく，学校全体で達成さ．れ

るべき目標を表す因子と判断し，“教育目標に向けた支援”と命名し

た。

 第2因子は「できるだけ時間割に沿った学習支援」「少人数授業形

式による学習支援」「個別の教育プログラムや支援計画の実施」「1対

1での学習支援」の4項目で構成された。したがって，この因子は，

“学習支援”因子と命名した。

 第3因子は「創作活動を多く取り入れること」「遊びやゲームを通

して友人とふれあうこと」「遊びやゲームを通して職員とふれあうこ

と」の3項目で構成された。よって，この因子は，子どもの遊びを表
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す因子と解釈し，“遊び活動”因子と命名した。

 第4因子は「子どもが自由にできる時間の設定」「子どもの自主性

に任せた学習支援」の2項目で構成された。よって，この因子は，子

どもの自主性に任せた活動を表す因子と解釈し，“自由活動”因子と

命名した。

 また、各下位尺度の内的整合性を検討するために，Cronbachのα係

数を求めた結果，第1因子二．87，第2因子＝．69，第3因子＝．70，

第4因子＝．51となった。第4因子は2項目のみで構成されているた

めα＝．51と若干低いものの，いずれの下位尺度もある程度の内的整

合性を持つと判断し，各因子に属する項目の平均点を下位尺度得点と

して分析に使用するものとした。
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Tab IB尊 横内適応教室における支援活動の因手分薪結巣く圭函芋法三ゴ面一り’クズ三重診
1 2 8 4

：第1因子＝教育目棲に向けた支楼他＝0－8わ
  ・2 字土会風『生＝†編薔周鳳性の育成

 、白がまんする心の育成
  1子どもの心の理解
  ・3支援の中で子どもの悩みを聞くこと
  棉子どもに自信＝をもたせること
 ．19自主性・主体性の育成
  10子どもとの人間関係作り
  5学力の維：持・保障を目指した学習支損

．第2因子＝学習堤脚他＝0．69，
 19でまるだけ時闇割に沿・つた学習支援
 7少人数授業形式による学習支援8
 羽個別の教育ゴログラムや支援計画の実施
 ；141対「での学習支援
  第3因子＝遊び活動伽＝o．7m
  招創作活動を幽く取り入れ筍こと
 ・帽遊びやゲーム在通して：友人とふれ面う場の毅定
 唱遊びやゲームを通して職員とふれあう場の誤定
  「第4因子＝自由活動軌＝0－51｝
  17子どもが自由にできる時間の設定
  15子どもの自主性に任せた学習支撮
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2．校内分掌等による支援活動尺度の差異の検討

 次に，校内分掌や支援頻度，不登校対応職員の加配の有無によって

校内適応教室での支援活動に差異が生じるかを検討するため，支援活

動尺度の各下位尺度得点を従属変数とした1要因分散分析をおこな

った。

校内分掌

 達成度得点，課題得点においては主効果が認められなかったが，必

要度得点の“自由活動”において，校内分掌の主効果が認められ

（F（7，70）＝2．53p＜05）， Bonferroni法による多重比較を行った結果，

「教育相談担当」が「学年以外の教員」よりも得点が有意に高いこと

がわかった（Table 10）。

     「＝rぬ1日10樋藁葺前の白藍茜雲1ヒおける要害度得点の亨均値て標準偏差） 『 孔 「

管理職  学級担任 養護教講 生徒指導 教育相談 学年教員 学年以外 外離人材 F値    る重比較

：1、教育目欄こ向けた支援

薯21学習支援

’聴び活動

：娼由活動

3．4ξ1（0．41｝ 3．59〔0．4ζ｝） aδ7亜｝，40） 3．6諺｛0．31｝｝ 3｛31（021｝》 呂．〔12｛D．呂日｝ き．〔｝9（0．09｝ ∈｝．≡｝4（0．13｝  n，8L

呂25｛D．55｝ 9工10童｝．65） 9．∈｝きq〕．40｝ 8，〔憩｛錘．き1｝ 32｛〕｛〔〕．呂5） 容．22｛〔｝．5〔［｝ き．25（0．｛｝6｝ 35〔1①46）  n，呂L

∈｝．1τ｛1｝，54｝ 2．暮0（1〕．77） 3．06亜L7§｝ 296（〔｝．79） ∈｝．33（0．67） 2，｛｝臼（0．62） 2．日3〈日．24） 呂，3呂ll〕．94）  n．乱

2．§2亀5帥2．59佃創｝3．25駐65｝2、祀但．71）328碓．67）2．紹駐6帥1．駆亀09）325頓〕．96）2．53＊教育相談〉学年以外

重pく．1 宮p＜」｛15 ＊意ρく，D1 阜＊＊pく．001

 この結果から，一部ではあるものの，担当分掌によって支援活動

の必要性の感じ方に相違があることがわかった。これは，学校にお

ける役割や職責の違いが関連しているのではないだろうか。また，

機能の結果と同様に，達成度得点，課題得点において校内分掌の主

効果が認められなかったことは，どのような分掌であっても校内適

応教室での支援はあまりうまくいっておらず，様々な課題が存在し

ていることが認識されていることを表していると言える。
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支援頻度

 達成度得点と課題得点においては主効果が認められなかった。しか

し，“教育目標に向けた支援”において主効果がみられ（F（2，73）＝4．24

p〈．05），Bonferroni法による多重比較を行った結果，「終日支援にあ

たる」群が「不定期で支援にあたる支援」群よりも得点が有意に高い

ことが明らかになった。さらに，“遊び活動”においても主効果が有

意な傾向を示し（F（2，73）＝3．00P〈．10）， Bonferroni法による多重比

較を行った結果，「終日支援にあたる」群が「不定期で支援にあたる」

群よりも有意に得点が高いことが示された（Table 11）。

   軒†誼』幽遠擁頁廊1妨隻叢活動における碁翼麓得点め平均値（糠準傭差） 

終日支援 必ず支援 不定期   F値 甚重比較
：1教育目標に向けた支援

エ学習支撮

3．遊び活動

4．自由活動

3｛；3（n1⑪）  3．〔｝9く1ユ37）  5．54｛口．臼7）

3．3自（02臼｝  a13くDβO）  暮．葉∈3く1〕．50）

3．5’7（a74｝ 2．93くに〕月〔｝） 2．呂5くll〔｝5）

a21（1〕β4｝  2．臼8く1ユ85）  2．臼3《0．71｝

4．2継  終日〉不定期喰

へおロ

299† 土日〉不定期

n．＄．

                   †pく」1 卑pく〔15 ＊寧pく｛〕1 言京寧pく」〕〔翔

 このように，支援の中心的役割を担うも教職員とそうでない教職員

の間にも支援活動における必要性の感じ方に差異が生じていること

が明らかとなった。このような差異は子どもの現状の認識においても

存在するのではないだろうか。また，荒金（2001）や八戸市総合教育

センター（2003）では，支援担当者と周辺の職員との意識の違いを明

らかにしているが，本調査の結果から，担当者内でも意識に相違があ

ることが明らかになり，これが共通理解の困難さにつながっていると

考えられる。

支援体制

 必要度得点においては主効果が認められなかった。しかし，“学習

支援”の達成度得点と課題得点において加配職員の有無の主効果が認

められた（F（1，81）＝7．91p〈．01；F（1，74）＝5．68 p〈．05）。そこで，
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Bonferroni法による多重比較を行った結果，「加配あり」群が「加配

なし」群よりも得点が有意に高く，逆に「加配なし」群が「加配あり」

群より課題得点が有意に高いことが判明した（Table 12）。

      7㌔ble 1セ狂的嚇重めi≠曹鹸め呼値蘇準偏差ヂー

加配有り 加配なし  F値 鍾比藪
1逢成度得点 2．2臼｛加1｝1．75鵬7｝ 79脚加配あり〉加配なし

            5β帥加配なし〉加配あり選題得点 鵬鰯5）1メ陥珊
              †Pく1 富P〈工15 寧＊Pく〔〕1 ＊＊卑Pく〔旧1

 この結果から，加配職員が存在することでより学習支援が充実する

と感じられていることがわかった。加配職員が学習支援の充実化に貢

献していることが予想される。しかし，他の活動については主効果が

認められず，教育目標に向けた支援にも加配職員が貢献できるような

支援体制のあり方を考えていく必要があろう。

3．連携活動尺度の因子分析

 校内適応教室での連携活動の構造を解明するため，23項目について

主因子法による因子分析を行った。なお，校内適応教室では目的に応

じて連携活動の様態が異なり，それぞれが独立したものとして行われ

ていると判断したため，軸間の相関を仮定しない直交回転（バリマッ

クス回転）を行った。因子数は初期の固有値1．0以上の基準を設け，

さらに，因子の安定性と解釈可能性を考慮して4因子解を採択した。

いずれの因子にも高い因子負荷量を示さなかった項目（「職員会議な

どで活動内容や子どもの状況を報告すること」「保護者の希望や様子

についての情報交換」）と，2重負荷を示した項目を削除した最終的な

因子構造をTable 13に示す。

 第1因子は「不登校担当や担任などの特定の職員以外の職員も支援

にあたること」「多くの職員が子どもとふれあうこと」「不登校担当や
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担任など特定の職員以外の職員も子どもの情報収集をすること」「全

職員間での役割分担や支援活動についての共通理解」「担当職員内で

の役割分担や支援活動についての共通理解」「休み時間や空き時間な

どを利用した報告や情報交換」の6項目で構成された。よって，この

因子は，子ども一人一人に対する支援の充実を目指した職員間の情報

連携活動や行動連携活動を表す因子と解釈し，“職員間の連携活動”

因子と命名した。

 第2因子は「別室についての意識啓発のために相談室だよりなどを

作成すること」「子どもの理解や支援内容の検討のための臨時会議」

「子どもの理解や支援内容の検討のための定例会議」「子どもの個人

ファイルや日誌などを利用した情報交換」「不登校対策委員会などの

運営」「支援の一環として地域の人材や施設を利用すること」の6項

目で構成された。したがって，この因子は，不登校対応を組織的に行

うための連携を表す因子と判断し，“対応システムに関する連携活動”

因子と命名した。

 第3因子は「教育センターなどの公的機関と情報交換し支援内容を

検討すること」「教育センターなどの公的機関で支援を行うこと」「教

育センターなどの公的機関との定期的な連絡会議」ギ子どもの卒業

園・校から情報を収集すること」の4項目で構成された。よって、こ

の因子は，より多角的な情報収集のために外部機関となされる連携活

動を表す因子と解釈し，“外部機関との連携活動”因子と命名した。

 第4因子は「スクールカウンセラーと支援内容を随時検討すること」

「スクールカウンセラーによるカウンセリング」「スクールカウンセ

ラーを交えた支援内容の検討会議」の3項で構成された。よって，こ

の因子はスクールカウンセラーとの連携を表す因子と判断し，“SCと

の連携活動”因子と命名した。
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 第5因子は、「保護者と必要に応じて電話、手紙、メールなどで連

絡を取り合うこと」「保護者への必要に応じた面接や家庭訪問」の2

項目であり，“保護者との連携活動”因子と命名した。

 また，下位尺度の内的整合性を検討するため，Cronbachのα係数を

求めた。その結果，第1因子＝．83，第2因子＝．77，第3因子＝．77，

第4因子＝．68，第5因子r65であり，ある程度の内的整合性を持つ

と判断した，各因子に属する項目の平均点を下位尺度得点として分析

に使用するものとした。

 因子分析の結果，校内適応教室での連携活動に関する項目は，“職

員間での連携活動”“対応システムに関する連携活動”“外部機関との

連携活動”“SCとの連携活動”“保護者との連携活動”から構成されて

いることが明らかになった。これは，石弓（2004）の示す学校心理学的

視点から捉えた連携活動と一致しており，学校，保護者，SCの3者関

係での連携を表す援助コアチームおよび，外部機関を含めた拡大援助

チームでの連携の要素を含むものとなった。
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4．校内分掌等による連携活動尺度の比較

 次に，校内分掌，支援頻度，不登校対応職員の加配の有無によって，

校内適応教室で連携活動に差異が生じているかを検討するため，連携

活動尺度の各下位尺度得点を従属変数として1要因分散分析をおこ

なった。

 校内分掌

 達成度得点と必要度得点においては主効果が認められなかった。し

かし，課題得点では，“保護者との連携活動”において校内分掌の主

効果が認められ（F（7，71）＝2．40p〈．05），Bonferroni法による多重比較

を行った結果，「養護教諭」が「学級担任」よりも得点が有意に高い

ことが判明した（Table 14）。学級担任よりも養護教諭の方が必要性

と達成度の間に生じるギャップを感じていると言える。

      『捌… 「価』14棟閨秀嚢冒ilの達誘活動における諜題得点の平均値く榛準偏差1    

管理職 学綴担任 養護戦諭 生徒指導 教育相談 学年教員 学年以外 外部人材   F髄     移重比藪

・1職員間の連携活動

2対応システムに対する連携活酌

餅部欄との灘渤

轄Cとの連携活動

：5保護者との連携

1欄42｝伽㈱）獅㈱鵬斡74｝1旧6㈹柵血72｝旧㈱1」7凱50｝

122亀57｝捕鯛1｝脚㈱1淫7転薗鵬㈹綱㈹ZO酵鮒）1緬67）

1％㈹招き㈲1厨㈱鵬㈱1」言㈱1羽㈱1鵬48）1鵬1ε）

鵬㈱1創虹79｝㈱㈱a了0虹54）a自0㈱11巳㈱a蜘77｝a7穆㈱

柵劒吐馴㈱1餌㈱㈹㈱agO翻）027鮭70）拓0㈱1皿㈲

早

船，

龍，

h．呂，

240＊ 翻弊煙任
†P〈．1 ＊P〈、05 寧＊碧く工疑 堆窟意P（09霊

支援頻度

 達成度得点では，“職員間の連携活動”“保護者との連携活動”にお

いて支援頻度の主効果が認められた（F（2，74）＝3．30

p〈．05；F（2，75）＝3．49P〈．05）。そこで， Bonferroni法による多重比較

を行った結果，「必ず支援にあたる」群が「終日支援にあたる」群よ
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りも得点が有意に高い傾向を示した（Table 15）。

    1r置目』章章援頻度別の蓮携浩動における逢歳度得点め年三値〈標準偏差〉壁

終日支損 必ず支援 不定期 F値 鍾比較
i1鮒i回暦の速携活動     2．02伽7｝270｛肪7｝Z33虹75｝ a29＊

：2．対応システムに関する速携活動穏9｛0．98）1．田（蓬．04｝1．73虹7諦   n．ε．

5諺．外部難関との連携活動    穏O｛a74 2．0鴨．10｝1．95紅93｝  n£．

4βOとの連携活動       2創q．即）2．92q〕．麗）2．57鵬9＞  n．s．

’5保護者との連携活動     2．29く0．9，）3．11｛1．0ゆ 2．72伯．65｝  3．4酔

必ず〉終日

必ず〉綻日

                    †pく幽1 掌pく．〔〕5 ＊卑pく01 ホ＊言pく工旺｝1

 支援以外の活動に時間を割くことのできる職員の方が，職員間や保

護者との連携が順調に進んでいると感じられていることがわかった。

ここからは，支援活動を中心的に行う職員と，支援も行うが連携活動

を中心に行う職員とで役割分担をして校内適応教室を運営していく

ことが有効であると考えられる。

 また，必要度得点においても，“職員間の連i携活動”において，主

効果が認められ（F（2，74）＝4．12p〈．05），Bonferroni法による多重比較

を行った結果，「必ず支援にあたる」群が「不定期に支援にあたる」

群よりもの得点が有意に高いことが判明した（Table 16）。

     ㌔』1ε16章段顕聖別σ〉連携浩動におげる必言句得点め；平均値〈榛準偏差〉   馳

綻日三二 必ず支援 不定期   F値 ち重比藪

国職員闇の連携活動     錨7｛血46）訂5血鵠｝諮8｛餌2｝ 弔酬 必ず〉不定期

擁議端部評言活動llll：ll；1：1器1：1黙1：：：

：4、30との漣携活動      距湘招）即1｛α43）3．57紅49）  隠

石保護者との蓮携活動     3．92《躯0）3BO紅34）3．63（a49）  r慮

                     †Pく1＊Pく05牌Pく頓牌＊PくOO1

支援に携わる機会の多い職員の方が連携活動に対して必要性を感じ

る可能性が示唆される。

 課題得点では，“システムに関する連携活動”において支援頻度の

主効果が有意な傾向を示し（F（2，59）＝2．76p〈．1），「終日支援にあた

る」群が「必ず支援にあたる」群や「不定期で支援にあたる」群より

も有意に得点が高い傾向を示した（Table 17）。終日支援の70％以
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Toble 17支援顕度別の連携活動における課題得点の平均値（標準偏差〉

終日支援 必ず支撮 不定期   F値 争動臓
…1職員間の連携活動      1」54（0．了5｝1皿｝血67）1碧血66）  臆

；1：織翻藻連携渤1：lll：1雷雨1器1：1器2蕊総欄

；4SOとの連携活動       1！田鵬9）0．了0自皿）四1紅68）  臆

：5．保護者との二丁活動     ZOg1035）127（094｝1」31駐75）  酷

                   †Pく1寧Pく05堆＊Pく頓辮PくOO1

上を養護教諭と外部人材が占めている現状と照らし合わせると，荒金

（2001）や千葉県総合教育センター（2001）で養護教諭や外部人材

の連携の困難さが指摘されているように，教師ではない職員の方が，

会議や対策委員会の運営といったシステムに関する連携活動に困難

に感じることが示唆される。また，達成度得点の結果と同様に，支援

活動と連携活動の両立の困難さが表れていると捉えることができる。

 ところで，連携活動の達成度，必要度，課題得点に関して不登校対

応職員の加配の有無による主効果はいずれも認められなかった。つま

り，加配されたからといって連携活動が促進されていると感じられる

わけではないことがわかった。外部人材による終目支援が主に生徒を

対象となっており，学校職員や外部機関との連携活動との両立が困難

であることが推測されよう。

5．連携活動の有効性の検討

 校内適応教室における支援活動と連i携活動の相互関係を分析する

ために，支援活動尺度の課題得点を目的変数とし，連携活動を説明変

数として，重回帰分析をおこなった。分析は，6の有意水準が5％以

下であることを変数投入の打ち切り基準としたステップワイズ法に

よる回帰分析を行った。結果をTable 18に示す。
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Tδble伯圭i接浩i筋め課頴得点を目的変数，蓮携浩動め課謹得点を説明変数とした董｛動帰分析結集

教育目標に
    学習支援 遊び活動 自由活動
向けた支援

i職員間の醐渤
泌対応システムに関する連携活動

＆外部機関との連携活動

：4βOとの連携活動

；5．保護者との連携活動

4智籾

．44堆牌

愚1卑＊窟

．詔震   ．3日＊＊

 決定1繊（R『）          畑聯  25榊  コO卑  ．13柳
iTable内の数値は標準偏回帰係数である。         †pく1寧Pく05＊＊Pく01山廊Pく0田

 重決定係数はいずれも有意であり，連携活動における，必要だが達

成されていないといった認識が，支援活動における同様の認識に正の

影響を与えていることがわかった。つまり，連携活動における困難さ

が支援活動における困難さを高めており，これは，必要とされる連携

活動がなされれば，必要とされる支援活動が可能になることを意味し

ている。

 個別の変数間の関連に目を向けると，“職員間の連携活動”が“教

育目標に向けた支援”と“学習支援”に，“対応システムに関する連

携活動”が“遊び活動”と“自由活動”に正の影響を与えていること

がわかった。また，“保護者との連携活動”は“教育目標に向’けた支

援”に正の影響を与えていることがわかった。

 多くの職員による支援や共通理解，学校全体での連携が，子どもの

自立支援や学習支援を促進することは多くの先行研究で示されてお

り，連携活動の有効性を証明する結果となった。また，学校外との連

携活動の影響に注目すると，保護者との協力がなされなければ支援に

支障が出る恐れがあるものの，外部機関やSCとの連携不足は支援に

対して直接的な影響を及ぼさないことが示唆された。
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第3節 支援者のバーンアウトリスク低減要因の検討

1．バーンアウト尺度の因子分析

 支援者のバーンアウト尺度，17項目について因子分析（主因子法，

プロマックス回転）を行った。その結果，久保・田尾（1996）のバーン

アウト尺度と同様と解釈できそうな3因子（“脱人格化”，“個人的達

成感の低減”，“情緒的消耗感”）が抽出された（Table 19）。

 各下位尺度のCronbachのα係数を求めた結果，第1因子＝．87，第

2因子二．84，第3因子＝．69となり，ある程度の内的整合性を持つと

判断して，各因子に属する項目の平均点を下位尺度得点として分析に

使用することとした。
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島

T邑b向b椥髄応教望め隻援者め∫ぐζンセ嚇め肉子努薪結蝋圭国子法ラ街剴鋤ズ薗転ジ

1 2 3

第1因子＝脱人格化伽＝1田刊

6別室での支援がつまらなく思えてしかたがないことがある。

11別室での支撮の結果はどうでもよいと思うこと離ある。

14別室での支撮は，私にと，てあまり意味山鼠1と思うことがある。

2別室での支援を，もうやめたいと思うことが面る。

4こまごまと気くばりすること炉面倒に感じることがある。

窮2因子＝偲人的達成盛の低漁α1＝1田4｝

17われながら，別室での支援を∋まくやり唄えたと思うことがある。

13別室での早撮に，心から喜び壷感じることがある。

呂別室での支援は私の性分に合っていると思うこと跡ある。

15別室での支援が楽しくて，知らむいうちに時間炉過ぎること炉ある、

9別室での支援幹回えて，今日は気持ちのよい日だったと思うこと離ある。

1われを忘れるほど別室での支援に熱中すること離ある。

篤3因子＝精早早消耗感伽＝0．69｝

日出勤前，職場に出るのが嫌になって，家にいたいと思うこ：と炉あ筍。

10職場の同僚と，何も話したくなく当るこ：とがある。

15体も心も疲れはてたと思うことがある。

71日の別室での支撮が終わると「やっと締わった」と感じることが面る。
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2．校内適応教室の支援者のバーンアウト

 下位尺度ごとの平均値，標準偏差をTable 20に示す。

  『粘』1θ虹ゴバしンブウト得点、め平均値と標準和ぎ
Nゴ77

11．脱人格化
i彗：程禽自雛轟羅の低減

平均で直 司栗準偏差
1．78
豊．ε1

1日5

⑪．島5

0．暮1

1．臼5

 “個人的達成感の低減”のバーンアウト得点が高く，校内適応教室

の支援者は支援についての成功感を特に感じにくい状態にあること

が明らかになった。既に述べたように，校内適応教室での活動は現状

としてあまりうまくいっていないという認識があり，また，校内適応

教室に通室している児童生徒の教室復帰率が1割であったとする尼

崎教育センター（2005）の研究結果からも，校内適応教室の支援者は，

支援に関する達成感を感じにくい環境にあること言える。このような

環境要因が“個人的達成感の低減”得点を高めたのではないかと考え

られる。

3．校内分掌等によるバーンアウト尺度の比較

 次に，校内分掌，支援頻度，不登校対応教員の加配の有無によって

バーンアウトに差異が生じるかを検討するため，バーンアウト尺度の

各下位尺度得点を従属変数とした1要因分散分析をおこなった。

校内分掌

 “個人的達成感の低減”と“情緒的消耗感”において主効果が有意

な傾向を示し（F（8，69）＝1．86p〈．1；F（8，69）＝2．05 pく．1）， Bonferroni

法による多重比較を行った結果，「学級担任」が「外部人材」よりも

“個人的達成感の低減”の得点が有意に高く，「外部人材」は「養護
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教諭」や「教育相談」やゼ学年教員」よりも“情緒的消耗感”の得点

が有意に高いことが明らかとなった（Table21）。

        一㌔lill薫陶励≧励1得点醐劇壇翻』

管理曝  学級握任  養護教諭  生徒指導  教育↑麟  学年教員  学年以外  外部人材   F値     争重比較

．1，脱人格化        山門｛削  1彌2） 1㎜1｝ 2B柏25） 1罰血85） 1君1 q167） 1㎜2） 1冊血12｝   紅鼠

：且脚台縣嚇a56㈱四部）4崎㈱a71鋤all㈱a7欄娚㈹Z17㈱ 岡担任〉螂

、灘鱒憾  1鷹｝蹴76｝㈱44｝2皿1㈱1創㈹1齢59）1畑｝釦㈱ Z側螂〉慧教購

                        †Pく1＊Pくll鞠伽婁Pくl11

 学級担任については，日々の学級運営と校内適応教室での支援を兼

任しなければならず，非常に多忙であるといえる。このような多忙さ

と達成感の感じにくい環境があいまって，“個人的達成感の低減”に

つながったのではないかと考えられる。また，久保（2004）では，役

割ストレス（自分の役割や責任の及ぶ範囲が明確でないこと）と“情

緒的消耗感”の強い相関が示されているが，学校における外部人材の

役割や責任範囲の不明確さが指摘されている（千葉県総合教育センタ

ー，2001），“情緒的消耗感”の得点を高くしたと考えられるのではな

いだろうか。

支援頻度

 “個人的達成感の低減”では，主効果が有意な傾向を示し

（F（2，72）＝2．57p＜．1）， Bonferroni法による多重比較を行った結果，

「不定期で支援にあたる」群の方が「終日支援にあたる」群よりも得

点が有意に高い傾向を示した（Table22）。

   ‘韓十6bピゴ2「孟揺頻魔別のパーンナウト得点の平：均値｛標準偏差ジ’

留日支援 必ず支援 不定期  F値  ち重比較
1．肪釜人書督fヒ          1．29虹〕2蓬3） 1β4〈口．’77） 1．日2儲．｛；：3）  甑呂．

2．個人的達成感の低澱  3．17（加5） 3．麗q〕．75｝3．91血7§）257†不定期〉纏日
a耀情緒自勺ゴ酒量毛包       i2．07（〔旧6）11．914（0．8日）｝1．7〔1（位65）  n．s．

                重P〈」富P〈価＊＊P〈．01＊牌P〈．001

子どもと関わる時間が多く，子どもの成長をより間近に感じること
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のできる終日支援担当者の方が，校内適応教室においては達成感を感

じる機会が多いからではないだろうか。また，他の業務との兼ね合い

により不定期にしか関わることのできない担当者では不全感や役割

葛藤が生じていることを示す結果とも考えられよう。

支援体制

 “個人的達成感の減退”において主効果が有意な傾向を示し（F（1，

76）＝3．46p〈．1），Bonferroni法による多重比較を行った結果，「加配

なし」群が「加配あり」群よりもの得点が有意に高い傾向を示した

 （Table23）o

 ジ   十品b23隻：援侮寄子」め∫ぐ一ンァうト得点あ1羊動植く棟準偏差プ

力日面己有り  力日酉己無し  F｛直 二重比較

i蜷蟷幾薦㈱1：欝1昆：；1舗晶加配なし〉加山塞面り

；3．情緒自勺ゴ肖一毛惑        1』〕1血日⑪） 1BOO．72）   n，＄．

                 †Pく1 卑Pく05 ＊ホPく01 軍寧水PくOO1

 学習支援において，「加配あり」群のほうが「加配高し」群よりも

達成度得点が高かったことと関連があるのではないかと考えられる。

4．バーンアウトリスク低減要因の検討

 校内適応教室におけるバーンアウトリスクの低減要因を検討する

ために，バーンアウト尺度における3因子の達成度得点を被説明変数，

支援活動尺度と連携活動尺度の達成度の下位尺度得点を説明変数と

して，重回帰分析を行った。分析は，6の有意水準が5％以下である

ことを変数投入の打ち切り基準としたステップワイズ法による回帰

分析を行った。結果をTable 24に示す。
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Tob b 24バーンアウト得占目的変数，支援活動と連携活動の達成度得点を説明変数とした重回帰分析結果

脱人格化 個人的達成惑の湛退   情緒的消耗慈

1，教育目標に向けた支援

2，学習支撮

5．遊び活動

4，自由活動

1，職員闇の連携活動

2対応システムに関する連携活動
3．外部樵関との連携活動
4，呂。との連携活動

5保護者との運携活動

一〇．54単堆軍

一〇．27寧

一〇29阜

決定係数（R『） 29抑＊ 心ε＊ 』〕7＊

 T由Ie内の数値は繰準偏回帰係数である。        †pく1粕く05牌p〈．01辮pく001

 標準偏回帰係数は高いとはいえないがすべて有意であり，連携活動

や支援活動がバーンアウトに影響していることが示された。また，有

意な標準偏回帰係数は負の値を示しており，連携活動や支援活動がバ

ーンアウトのリスク低減に寄与していることが確認された。

 個別の関連性をみていくと“教育目標に向けた支援”が“脱人格化”

に，“対応システムに関する連携活動”が“個人的達成感の減退”に

負の影響を示した。また，“自由活動”が“情緒的消耗感”に負の影

響を示した。

 “教育目標に向けた支援”には，子どもの悩み聞くことや子どもの

心の理解といった，受容的，傾聴的な姿勢が表す項目が含まれており，

そのような支援活動がなされれば，「無情で非人間的な対応」と定義

される“脱人格化”の得点が低くなることは当然といえる。また，久

保（2004）では，チームの凝集性や地域とのつながりが“個人的達成

感の減退”を予防することが指摘されている。“個人的達成感の減退”

とシステムに関する連携活動と負の相関があったことはこの指摘を

支持するものといえる。また，自由活動は子どもに一任した活動であ

り，支援者への負担は比較的少ない活動であるといえる。また，．網谷

（2002）や久保（2004）では，過重負担と“情緒的消耗感”に正の相関

があることが示されており，支援者にとって負担の少ない自由活動が

“情緒的消耗感”を抑えることに寄与していると考えられる。
               46



第4章 総合考察

 本研究では①校内適応教室の現状を明らかにし必要とされる活動

を明確にすること②支援活動の有効性の検討③バーンアウトリスク

低減要因の検討，の3点を中心として研究を行った。本章では，これ

らの分析結果を踏まえて，校内適応教室の効果的な運営のための支援

体制の考察を試みる。

第1節 校内適応教室の現状と課題

1．校内適応教室の機能

 本研究の調査の結果から，校内適応教室においても学級担任，教育

相談担当や生徒指導主任，養護教諭，外部人材といったさまざまな役

割を持つ職員よる支援がなされ，また，教室復帰よりも子どもの自立

が優先であると考えられている傾向が認められた。このことから校内

適応教室においても通常学級と同じように子どもの成長全般に寄与

するものとして機能すべきと考えられていることがわかった（Table

6）。一方で，学年教員の68．8％，学級担任の47．6％が不定期での支

援しか行えず，学年単位で支援にあたるものの支援時間の確保が十分

でなく，子どもとの関わりが不足していることが予想されるさらに，

調査対象者の大部分を占めた学級担任の78．9％，学年教員の86．6％

が校内適応教室を担当して1年目～3年目の者であり，運営基盤の脆

弱さが示唆される結果となった（Table 5）。
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2．校内適応教室の支援活動

 支援活動についてはあまりうまくいっていないという認識であり，

改善すべき支援活動としては，社会性や主体性の育成，学習支援活動，

個別の支援計画の実施であることが明らかになった（Table 7）。この

結果は，学習支援がその場しのぎになってしまう（八戸市総合教育セ

ンター，2003）といった状況の表れと捉えることができ，通訳している

児童生徒の登校頻度が低い場合にはよりこのような状況に陥りやす

いことが予想される。また，個別の支援プログラムの作成や実施とい

った，子ども個人に焦点を当てた計画的な支援についても改善の必要

性が高く，校内適応教室に二三する子どもに対するアセスメントが十

分に行われていない可能性が示唆された。これは，時間的な制約から

達成できていないのか，現場職員に知識が行き渡っていないのかは定

かではないが，不登校の要因が複雑化する現状を考えると，職員に対

する研修および学校内での研修会をより積極的に行う必要があろう。

 因子分析の結果をみると，適応教室での支援活動と構造的な合致が

認められたが（Table 9），適応教室で重視されている遊び活動や創作

活動については必要ないと回答した職員も多く（それぞれ

27．7％，31．3％），適応教室との機能の違いが明確になったといえる

（Table7）。言い換えれば職員の支援観の違いとも捉えることができ，

こと違いを生かした効果的な運営が期待される。

 また，一部ではあるものの，担当分掌によって支援活動の必要性の

感じ方に相違があることがわかった（Table 10）。これは，学校にお

ける役割や職責の違いが関連していると予想されるが，学校内での共

通理解の必要性が再確認できる結果といえよう。全体としての認識は

厳しいものであるが，不登校対応職員の「加配あり」群が「加配なし」

群よりも学習支援がうまくいったと感じられていることからも，外部

人材の加配が成果を上げていると思われる。
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3．校内適応教室の連携活動

 因子分析の結果からは，石隈（2004）の示す小学校，保護者，SCの3

者関係での連携を表す援助コアチームでの連携活動と，外部機関や地

域も含めた拡大援助チームでの連携活動といった，学校心理学的視点

から捉えた連携活動と構造的な合致が認められた（Table 13）。また，

違う観点から連携活動を捉えると「多くの職員が子どもとふれあうこ

と」や「不登校担当や担任などの特定の職員以外の職員も支援にあた

ること」など，行動連携を表す項目の達成度得点は低い値が示された

（それぞれ2．12，2．42）。これらの項目の課題得点はいずれ正の値を示

し（それぞれ1．36，1．23），さまざまな役割を持つ職員よる支援があま

りうまくいっていないと感じられており，チーム支援がままならず，

支援が担当者に任せきりな状態であることが示唆される。Table 8の

結果から，援助コアチームでの連携活動と拡大援助チームでの連携活

動双方に対する改善が必要であることが明らかになったが，学年単位

ではなく学校全体の取り組みも必要であるという拡大援助チームで

の連携活動は，援助コアチームでの連携活動よりも高次な連携活動と

いえるのではないだろうか。また，不登校に対する，組織的かつ迅速

な対応が困難な現状であることや，校内適応教室の長期的な運営や，

断続的な運営になった際に，支援活動に支障がでることが予想された

め，まずは校内システムの構築が必要であると考えられる。具体的に

は，対応システムの改善に向けたアポローチと，子どもの個人ファイ

ルなどを作成し，情報交換を行うといった職員間の連携活動の改善が

特に必要であること思われる。また，重回帰分析により連携活動が支

援活動の円滑化に有効であることが確認されたことからも，職員間で

の連携活動の改善が子どもの心身の育成や学習支援の改善に寄与す

ると考えられる（Table 18）。校内の連携システムが構築されること
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によって外部機関との連携活動や地域との連携活動の改善が促進さ

れるのではないか。

 また，支援以外の活動に時間を割くことのできる職員の方が，職員

間や保護者との連携が順調に進んでいると感じられており，支援活動

を中心的に行う職員と，支援も行うが連携活動を中心に行う職員とで

役割分担をして校内適応教室を運営していくことが望ましいと考え

られる（Table 15）。

4．校内適応教室の支援者のバーンアウト

 次に，支援者に焦点を当てると，“脱人格化”，“個人的達成感の低

減”，“情緒的消耗感”から構成されるバーンアウトの中でも，“個人

的達成感の減退”の得点が高いことが明らかになった（Table 19）。

校内適応教室から教室への復帰率が1割であったとする尼崎教育セ

ンター（2005）の研究結果からも，校内適応教室の支援者は，支i援に

関する達成感を感じにくい環境にあること言え，このような環境要因

が“個人的達成感の減退”の得点を高めたのではないかと思われる。

これに対しては，連携活動や支援活動が，バーンアウトのリスク低減

に寄与していることが確認され，“個人的達成感の減退”の防止には

“対応システムに関する連携活動”が有効であることがわかった。外

部人材において得点の高かった“情緒的消耗感”には“自由活動”が

有効であり，“自由活動“を促進する“対応システムに関する連携活

動”がなされることが間接的にでも“情緒的消耗感”の防止に貢献す

るのではないだろうか（Table 24）。
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第2節 望ましい校内適応教室のあり方

 まず，校内適応教室の設置場所としては，保健室以外の空き教室が

よいと思われる。それは，保健室での支援が養護教諭の日常業務の妨

げになる恐れがあるからである。養護教諭は役割上，教師よりも受容

的な態度で接することができ，保健室も教室とは違う安心できる空間

として，保健室での支援事例は多く報告されている。しかし，保健室

は全ての児童生徒に開放されているため，子ども出入りが多く，誰に

も会いたくない子どもにとっては，本当に安心できる場とはいえなの

ではないか。また，保健室で休んでいる子どもがいる場合には，その

子にも配慮が必要であり，通室児童生徒への支援活動が制限されると

いった状況が予想される。したがって，校内適応教室において継続的

な支援が必要な児童生徒がいる場合には，保健室の使用は避けるべき

であろうし，人材不足や設備不足から保健室使用する場合は，仕切り

を設けるなど設備・環境面での配慮が必要であろう。

 次に，人的な支援体制であるが，不登校対応職員の加配が学習支i援

に貢献していることが示唆されたことからもがうまくいったと感じ

られていることからも，校内適応教室専任の外部人材の加配が望まれ

る。外部人材は校内適応教室での支援に専念できるため，支援者が不

在である状態を防止するだけでなく，継続的・計画的な支援が可能に

なると考えられる。また，次のような理由からも外部人材は貴重な人

的資源であるといえる。

 ①教師でも親でもない第三者的な関わりを持つことができ（青森県総合学校教育

  センター，2000），児童生徒にとって話しやすい存在になることができる。

 ②職責上，児童生徒を評価する立場になく，児童生徒に安心感を与えることがで

  きる。

 ③SCが行うカウンセリングのように，相談活動が時間的，空間的な拘束をうけ

  ることがない。それだけでなく，場面によって児童生徒に対する関わり方を柔

  軟に変化させることが可能なので，積極的な支援や働きかけが可能である。
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 ④校内適応教室での支援に専念できるため，相談活動や学習支援，体験活動など

  を通して児童生徒と濃密な時間を共有することができる。養護教諭の場合，校

  内適応教室の支援を担当することは，日常業務の負担になる可能性が否めない。

 このように，支援活動については，外部人材が中心となって行うことが望ましい

と考えられるが，本研究でも有効性が明らかになった“対応システムに

関する連携活動”などは誰が中心的役割を担えばよいのだろうか。

 石隈（2003）では，システムレベルの役割分担や意見調整の中心的

役割を生徒指導主任や学年主任が担う傾向が強いことが報告されて

いる。校内適応教室での支援は学年単位でなされる傾向が強いことが

明らかになったことから，学年主任が主導になり“対応システムに関

する連携活動”や“職員間の連携活動”を行うべきではないだろうか。

学年主任は学年教員であるので，より担任へのサポートが行いやすく，

学年の教師に対しても呼びかけがしやすいことが示唆される。

 では，これらの連携活動を活発するためにはどのような方法が有効

なのだろうか。学校現場の現状を鑑みると，時間的な制約が少なく，

手軽に情報の交換ができる手段が必要ではないだろうか。これには，

本研究でも改善の必要性が特に高かった子どもの個人ファイルや目

誌の作成が有効ではないだろうか。山口県教育研究所（2005）や新潟

県教育センター（2004）などの多くの研究において，職員間の時間調

整なしに情報の共有が可能になる点で，職員間の共通理解に役立った

と報告されている。特に，外部人材との連携は，時間が取りにくいの

で貴重な情報交換手段になるであろう。個人ファイルの活用は，外部

機関との情報の共有や，支援の振り返りを通した支援活動の効果の検

証だけでなく，子どもの変化の気づきにも役立っのではないだろうか。

また，これを基に職員会議や担当者会議で子どもの状況を報告するこ

とで学校全体での共通理解が可能になり，校内適応教室に対して存在

する「甘え」という認識も払拭されるのではないか。
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第3節 今後の課題

 今後の課題としては，地域性に依存しない一般化のための全国的な

調査があげられる。本研究では，分析対象者数が83名と少なく，校

内分掌ごとに比較・検討した場合には，分掌の度数に大きなばらつき

があった。また，質問紙の配布が配布された学校のほとんどが阪神圏

の学校であったため，地域や自治体の教育活動の特色の影響を受けて

いる可能性が否定できない。また，アンケートが回答者の主観により

判断されたものであり，調査結果と現状が必ずしも一致しているとは

限らない。

 分析の過程では，支援活動尺度の因子分析において，「できるだけ

時間割に沿った学習支援」が2重負荷を示した。また，連携活動にお

いては「休み時間や空き時間など短い時間を利用した報告や情報交

換」は因子負荷量が．40未満であっ・た（．39）。今後は，これらの項目

の削除などを検討が必要であろう。

 また，バーンアウト得点目的変数，支援活動と連携活動の達成度得

点を説明変数とした重回帰分析では，重決定係数が3項目とも低く，

本研究において平均値が高かった“個人的達成感の減退”について

は．06と非常に低い値であった。これは，余剰変数の存在が示唆され

る。

今後は，尺度の再検討とサンプルを増やした上で分析を行う必要があ

ろう。
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アンケート用紙



2007年4月11日
学校長様

兵庫教育大学大学院 学校教育専攻

学校心理学コース 秋光恵子研究室

          園田 和広

アンケート調査ご協力のお願い

 春暖の候、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。

さて、今日の学校教育は、児童生徒に関するさまざまな問題を抱えています。その中で

も不登校は取り組むべき重要な課題の一つであるといえます。現在、不登校の解消に向

けて適応指導教室での支援などさまざまな取り組みがなされており、その効果が徐々に

出っっあります。

 一方、学校現場においては、不登校（不登校傾向を含む）児童生徒を対象とした別室で

の支援が行われており、阪神地区の多くの小中学校においても教室復帰や社会性、

主体性の伸長といった教育的な効果が報告されています。このように、別室での支

援は不登校の解消に重要なものであり、より効果的な運営方法を引き続き考えて

いく必要があります。ところが、現状として別室での支援についての研究は少なく、

学校現場の多忙さもあり、人的な支援体制や別室の運営における困難な状況が

報告されています。

そこで、修士論文の研究課題として別室における連携活動の調査を行いたいと

考えております。本調査では、別室での支援を担当する先生方へのアンケートを

実施させていただき、別室での支援において必要とされる活動を明確にし、日々

多忙を極める学校現場においても実行が可能であり、かっ効果的な運営方法や

支援活動を検討していきたいと考えております。

ご多忙のところ誠に恐縮に存じますが、何とぞご趣旨を理解いただき、ご協力を

よろしくお願い申し上げます。

1

2

3

               記

調査対象：昨年度別室での支援を担当した主な教職員

調査内容：別室での支援活動

    別室での連携活動

調査時期：2008年4．月

＜連絡先＞ E－mail mO6081b studentshoo－uac

 以上
園田和広



2007年4月18日
個別支援教育担当教職員様

兵庫教育大学大学院 学校教育専攻

学校心理学コース 秋光恵子研究室

         園田 和広

アンケート調査ご協力のお願い

 春暖の候、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。

さて、今日の学校教育は、児童生徒に関するさまざまな問題を抱えています。その

中でも不登校は取り組むべき重要な課題の一つであるといえます。

 現在、学校現場においては、不登校に対する取り組みとして不登校（不登校傾向を

含む）児童生徒を対象とした別室での支援が行われており、支援を担当されている

教職員のみなさまの尽力もあって、阪神地区の多くの小中学校においても教室

復帰や社会性、主体性の伸長といった教育的な効果が報告されています。こ

のように、別室での支援は不登校の解消に重要なものであり、より効果的な運

営方法を引き続き考えていく必要があります。ところが、現状として別室の効果

的な運営方法や、支援活動についての報告は少ない状況にあります。さらには、

学校現場の多忙さもあり、人的な支援体制や別室の運営における困難な状況

が報告されています。

そこで、本調査では、別室での支援、連携活動についてのアンケートを実施さ

せていただき、別室での支援において必要とされる活動を明確にし、目々多忙

を極める学校現揚においても実行が可能であり、かっ効果的な運営方法や支

援活動を検討していきたいと考えております。本調査の結果はご協力いただい

た学校へお知らせいたしますので、間接的にでも別室登校をしている児童生徒

の支援に役立っことになると考えています。

なお、この調査は別室登校をしている児童生徒についてお聞きするものでは

なく、別室での活動状況をお聞きするものです。また、調査結果は統計的に処

理されますから回答の個人的な内容を公表することや研究以外の目的で使用

することは決してありません。

ご多忙のところ誠に恐縮に存じますが、何とぞご趣旨を理解いただき、ご協力

をよろしくお願い申し上げます。

＜連絡先＞ E・maU mO6081b studentshoo・uacj 園田和広



教育支援に関するアンケート調査

 この調査は、あなたの学校で行っている不登校児童生徒や教室に入れない

といった不登校傾向児童生徒を対象とした個別支援教室での支援についてお

尋ねするものです。この調査の結果は統計的に処理されますから、個人的な

内容を公表することはありません。

 この調査における不登校の定義は文部科学省の定義と同様としますが、欠

席日数が30日以下であっても不登校傾向にあり別室に通っている児童生徒、

特定の時間や不定期に別室へ通っている児童生徒も含めてお考えください。

ご多忙のところ大変申し訳ありませんがご協力お願い致します。

【注】本調査では、個別支援教室を「別室」と記載していますが、「別室蓬とは保健室、

相談室や空き教室を含む通室児童生徒の学級以外で支援を行っている場所とし、スクー

ルカウンセラーが個別のカウンセリングのみを行うカウンセリング室は対象外としま

す。また、本文中の「子ども」とは別室へ通っている児童生徒とします。

本研究に関して、不明な点やご質問があれば、以下までお問い合わせ下さい。

        兵庫教育大学大学院 学校教育研究科 学校心理学コース

                          秋光 恵子研究室

                             園田 和広

                E－mai adress 【mO6081b＠hyogo－u． ac． jp】

【参考】不登校（登校拒否）とは、何らかの心理的，情緒的，身体的，あるいは社会的要因・背

景により，児童生徒が登校しないあるいはしたくともできない状況にあること（ただし，病気や

経済的な理由による者を除く）（文部科学省，2003）



問1 先生ご自身のことについてをお尋ねします。以下の項目についてはあてはまる数：宇
   に○をつけて下さい。担当分掌については、当てはまるものがなければその他に記
   入して下さい。

〈勤務校種＞

1、 小学校   2． 中学校

〈担当分掌＞

1． 管理職   2． 通室生の学級担任   3． 養護教諭

4． 生徒指導主任   5． 教育相談（不登校）担当教員

6．通室生の学年教員      7．通室生の学年以外の教員

8． スクールカウンセラー   9． 教員以外の別室担当者（有給）

10．その他【        】

＜別室担当経験年数＞

1． O～1年  2． 2～3年  3． 4～5年  4． 6年以上

〈現在の学校での勤続年数＞

1． 0～1年  2．2～5年  3．6～10年  4． 11年以上

く昨年度の別室での支援頻度＞

1． 子どもが登校し、自分が出勤している日は    に こってい

2． 子どもが登校し、自分が出勤している日は必“   ．日 つ 臆にてい

3． 子どもが登校し、自分が出勤していても  に”一   軸吹い日ミ

〈人的支援体制〉

先生ご自身を含めて、不登校対応のための加配職員が （1． いる   2． いない ）

※本アンケートは両面印刷になっておりますので裏面にお進み下さい。

1



問2 次の1～3の項目について、先生ご自身ではなく、昨年度の別室としてはどの程度
   達成できたと考えますか（達成度）。また、どの程度必要であると考えます（必要度）。
   以下の選択肢の当てはまる数字をそれぞれ1つ選び○をつけて下さい。
   【達成度の選択肢】

    4… うまくいった 3…まあまあうまくいった 2…あまりうまくいかなかった
    1… うまくいかなかった 0… しなかった
   【必要度の選択肢】

    4…必要だ 3…少し必要だ 2…あまり必要でない 1…必要でない

    達成度

う うま いあ  いう し

ままあかまかまな
く くまなり なく か
い いあ かう  か   つ
つ っ  つま  つ   た

た た  たく  た

   必要度
必  少  必あ
要   し  要ま

だ  必  でり
   要  な
   だ  い

必
要
で

な

い

1．学級への復帰を支援すること

2．子どもの自立を支援すること

3．支援を組織的、計画的に行うこと

4－3－2－ 1  0…

4－3－2－ @1  0i

4－3－2－ 1  0…

4－3－2－1

4－3－2－1

4－3－2－1

問3 次の1～19の項目について、先生ご自身ではなく、昨年度の別室としてはどの程
   度達成できたと考えますか（達成度）。また、どの程度必要であると考えますか
   （必要度）。以下の選択肢の当てはまる数字をそれぞれ1ろ選び○をつけて下さい。

    達成度

う うま いあ  いう  し

ままあかまかまな
く くま なり なく か
い いあ かう  か   つ
つ っ   つま  つ   た

た た   たく  た

   必要度
必  少  必あ
要   し  要ま
だ   必  でり

   要  な
   だ  い

必
要
で

な

い

聰開朋一．購・臨・・塵叩8■・■闘・闘．．．．冨．匿5■・．．．．．．■闘．開．闘闘髄・巳．．璽．．．。．．圏髄幽・璽．．．闘．巳・．闘。．闘悶闘．幽幽鴨．口．闘艘．．6．．．8．冊匿．彊．．軸．■．2．．．．雪．．圏．闘闘．闘開鱒闘開。匿．昌■．奮■塵．■幽・．・巳

1．子どもの心の理解

2．社会性・協調性の育成

3．支援の中で子どもの悩みを聞くこと

4集団活動を多く取り入れること

5．学力の維持・保障を目指した学習支援

6．がまんする心の育成

7．少人数授業形式による学習支援

8．遊びやゲームを通して職員とふれあう

  場の設定

9．できるだけ時間割に沿った学習支援

10．子どもとの人間関係作り

4－3－2－

4－3－2－

4－3－2－

4－3－2－

4－3－2－

4－3－2－

4－3－2－

4－3－2一

4－3－2－

4－3－2一

1

1

1

1

1

1

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

4－3－2－1

4－3－2－1

4－3－2－1

4－3－2－1
4－3－2－1

4－3－2－1

4－3－2－1

4－3－2－1

4－3－2－1

4－3－2－1
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    達成度

う うま いあ いう し

ままあかまかまな
く くま なり なく か
い いあ  かう か  つ
つ  っ   つま  つ  た

た  た   たく た

i   必要度
i必  少 必あ
i要  し 要ま

iだ怒り

必

要
で

な

い

11．個別の教育プログラムや支援計画

  の実施

12．基本的生活習慣の育成

13．創作活動を多く取り入れること

14．1対1での学習支援

15．子どもの自主性に任せた学習支援

16．遊びやゲームを通して友人とふれあう

  場の設定

17．子どもが自由にできる時間の設定

18．子どもに自信をもたせること

19．自主性・主体性の育成

4－3－2－ 1

4－3－2－

4－3－2－

4－3－2－

4－3－2－

4－3－2一

1

1

1

1

1

0

0

0

0

0

0

4－3－2一壌

．．．閥．．．．．悶．．．．．開．．闘．開．．龍．．．．曲．．．．．．醒■■．．．．．．．．．．．．置旧．．臆．．．．．．．朋．．．．．．．．．．．．．．．．．．．朋．．．．．闘．．．．寵．髄．闘．．．．闘．2。・・・・・… 開・・臨・・・… 闘・・・・・・… 闘・・…

4－3－2－ 1

4－3－2－ 1

4－3－2－ 1

0

0

0

4－3－2－1
4－3－2一嘘

4－3－2－1

4－3－2－1

4－3－2－1

4－3－2－1

4－3－2－1

4－3－2－1

間4 次の1～23の項目について、先生ご自身ではなく、昨年度の別室としてはどの程
   度達成できたと考えますか（達成度）。また、どの程度必要であると考えますか
   （必要度）。以下の選択肢の当てはまる数字をそれぞれ1つ選び○をつけて下さい。

    達成度
う  うま いあ  いう  し

ままあかまかまな
く くまなり なく か
い いあ かう  か   つ
つ  っ  つま  つ   た

た ．た  たく  た

i   必要度
i必  少 必あ
i要  し 要ま

必
要

で

な

い

1．職員会議などで活動内容や子どもの
 状況を報告すること

2．担当職員内での役割分担や支援活動

 の意図についての共通理解

3．全職員間での役割分担や支援活動

 の意図についての共通理解

4．別室についての意識啓発のために
 相談室だよりなどを作成すること

5．多くの職員が子どもとふれあうこと

6．不登校対策委員会などの運営

4－3－2－ 1

4－3－2－ 1

4－3－2－ 1

4－3－2－ 1

4－3－2－ 1

4－3－2－ 1

Oi

Oi

Oi

Oi

O

O

4－3－2－1

4－3－2－1

4－3－2－1

4－3－2－1

4－3－2－1

4－3－2－1
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    達成度     i
う うま いあ いう し i

ままあかまかまなi
く くま なり なく かi

   必要度
必  少  必あ  必
要   し  要ま  要

だ  必  でり  で
   要  な   な
   だ  い   い

 7、休み時間や空き時間など短い時間を  4－3－2－ 1  0i4－3－2－1
  利用した報告や情報交換                    i

 8．保護者の希望や様子についての情報  4－3－2－ 1  0 i4－3－2－1
  交換                          i

 9．子どもの理解や支援内容の検討の   4－3－2－ 1  0i4－3－2－1
  ための臨時会議                       ：

10．子どもの理解や支援内容の検討の   4－3－2－ 1  0i4－3－2－1
  ための定例会議                        i

．．＿＿．＿．＿＿．＿＿＿＿＿．＿．．．．＿＿．．．＿．．＿．＿＿．＿．＿．．＿＿．＿．＿＿．．．．＿＿
ｽ一．一…・…一…・・一一…

11．子どもの個人ファイルや日誌などを   4－3－2－ 1  0i4－3－2－1
  利用した情報交換                       i

12．スクールカウンセラーと支援内容を   4－3－2－ 1  0i4－3－2－1
  随時検討すること                       i

13．スクールカウンセラーによる子どもへの 4－3－2－ 1  0i4－3－2－1
  カウンセリング                         i

14、スクールカウンセラーを交えた支援   4－3－2－ 1  0i4－3－2－1
  内容の検討会議                       i

15子どもの卒業園・校から情報収集する  4－3－2－ 1  0i4－3－2－1
  こと                          i
＿＿．＿＿＿＿一．＿＿．．＿．＿＿一．．．＿＿＿＿．．．．．．．．．＿＿．．一．一・・・…一・・・・……・・一・…一・…

ｽ………一・………・一・…一一

16。支援活動の一環として地域の人材や  4－3－2－ 1  0i4－3－2－1
  施設を利用すること                     i

17．教育センターなどの公的機関（訪問   4－3－2－ 1  0i4－3－2－1
  指導員を含む）と情報交換し支援内容                i

  を検討すること                       i

18．教育センターなどの公的機関との    4－3－2－ 1  0i4－3－2－1
  定期的な連絡会議                       i

19．教育センターなどの公的機関で支援  4－3－2－ 1  0i4－3－2－1
  を行うこと                       i

20、保護者と必要に応じて電話、手紙、   4－3－2－ 1  0 i4－3－2－1
  メールなどで連絡を取り合うこと                 i

ロロ ロコロココロコロロコロコココロコロロ  コロコココロロコロコロロロ ロロロロロロロコロ ロロロロココロコロロ ロコ ロ   ロロ ロロロロ   ロロ  ロロロココロロロロロロロロロロ ロロココロロロロロロロコロロ ロごロ コ  ロコリコロロコロコロ ロコロ ロ  ロロ ロロロロロロロ 

21．保護者への必要に応じた面接や    4－3－2－ 1  0i4－3－2－1
  家庭訪問                       i

22．不登校担当や担任など特定の職員   4－3－2－ 1  0i4－3－2－1
  以外の職員も支援にあたること     ．          i

23．不登校担当や担任など特定の職員   4－3－2－ 1  0 i4－3－2－1
  以外の職員も子どもの情報収集を                i

  すること                       i
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問5 次の1～17の項目について、昨 度の別室での支諦を一り返り、先生ご自身は次のよ
うなことをどの程度体験しましたか。
選択肢の当てはまる数字をそれぞれ1つ選び○をつけて下さい。

い   し  時   ま
つ   ば   々   れ

も   し   あ   に

あ  ば   る  あ
る   あ      る

   る

な

い

1．われを忘れるほど別室での支援に熱中することがある。

2．別室での支援を，もうやめたいと思うことがある。

3．別室での支援は私の性分に合っていると思うことがある。

4．こまごまと気くばりをすることが面倒に感じることがある。

5．別室担当の同僚の顔を見るのも嫌になることがある。

6．別室での支援がつまらなく思えてしかたのないことがある。

7．1日の別室での支援が終わると「やっと終わった」と感じる

  ことがある。

8．出勤前，職場に出るのが嫌になって，家にいたいと思う
  ことがある。

9。別室での支援を終えて，今日は気持ちのよい日だったと思うこと
  がある。

1α職場の同僚と，何も話したくなくなることがある。

11．別室での支援の結果はどうでもよいと思うことがある。

12．別室での支援のために心のゆとりがなくなったと感じることがある。

13．別室での支援に，心から喜びを感じることがある。

14．別室での支援は，私にとってあまり意味がないと思うことがある。

15．別室での支援が楽しくて，知らないうちに時間が過ぎることがある。

16．体も気持ちも疲れはてたと思うことがある。

17．われながら，別室での支援をうまくやり終えたと思うことがある。

5－4－3－2－1
5－4－3－2－1
5－4－3－2－1
5－4－3－2－1
5－4－3－2－1
5－4－3－2－1
5－4－3－2－1

5－4－3－2－1

5－4－3－2－1

5－4－3－2－1
5－4－3－2－1
5－4－3－2－1
5－4－3－2－1
5－4－3－2－1
5－4－3－2－1
5－4－3－2－1
5－4－3－2－1

質問は以上です。ご協力ありがとうございました。
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